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子 ど も 
１ 保育所・認定こども園・小規模保育事業・事業所内保育事業 

（保育幼稚園総務課・保育幼稚園事業課・保育幼稚園指導課） 
 

近年、出生数の低下による乳幼児人口の減少の一方で、核家族化や女性労働者の増加に伴う保育需要 

の増加と多様化等により、子育てを取り巻く環境が急激に変化してきている。 

 このような状況の中、平成２７年４月から子ども･子育て支援新制度が施行され、保育の必要な子ども

は、保育所・認定こども園に加えて、新たに小規模保育事業や事業所内保育事業も利用できることとな

った。また、新制度施行前から実施している緊急一時保育、時間外保育（小規模保育事業所１か所にお

いて午後８時まで、その他、市立・民間保育所・認定こども園・小規模保育事業所・事業所内保育事業

所は概ね午後７時まで。）、産休明け保育（生後５７日目からの保育）、一定の条件を満たす施設で定員を

超えて子どもを受け入れる定員弾力化や他市町村と保育の実施を委託・受託する広域利用についても引

き続き実施している。 

  市内における保育の実施か所数については、令和８年度は市立保育所が８か所、市立認定こども園が

６か所、民間保育所が１３か所、民間認定こども園が３０か所、小規模保育事業所が５８か所、事業所

内保育事業所が２か所となっている（令和８年４月１日現在）。 

また、家庭での子育て支援として、各保育所・認定こども園では保育相談や園庭開放等の地域活動事

業を実施。さらに、市立認定こども園では休日・一時預かり事業及び病児保育事業を実施、民間保育所・

認定こども園では一時預かり事業、病児保育事業及び休日保育事業を実施している。また、子育て支援

センター事業についても民間認定こども園４か所、市立保育所１か所で実施している。 

  年度途中の待機児童の解消に向けては、旧法務局高槻出張所（城内町１－１４）を活用し、保育所等

の利用希望者で、保育の必要性が高いにもかかわらず利用できない児童に対し、児童福祉法第２４条第

７項の規定に基づき、一時的な保護としての保育を概ね当該年度の年度末まで行う市立高槻認定こども

園分室を運営している。 

  保育士確保の対策については、保育所人材の安定的な確保を図り、本市における安全安心な保育の継

続を目指すため、保育士資格を有しながら、現在保育現場で働いていない「潜在保育士」等の現場復帰

を支援する高槻市保育士・保育所支援センター事業を開設し、運営を行っている。 

幼児教育・保育の無償化については、令和元年１０月から国の制度のとおり、３～５歳児及び住民税

非課税世帯の０～２歳児を対象に実施している。さらに、令和８年４月から市独自施策として２歳児ク

ラスの保育料の無償化を実施している。 

また国において創設された保育所等に通っていない０歳６か月から満３歳未満のこどもを対象に、月

一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位で利用できる乳児等通園支援事業につい

て、令和８年４月より新たに乳児等のための支援給付が開始し、市内民間認定こども園４か所、保育所

１か所において実施している。 

   

① 特別支援教育・保育（保育幼稚園総務課） 

  昭和５４年度から障がい児保育制度を制度化し、昭和５５年度には、全市立保育所で、昭和５７年度

からは民間保育所においても障がい児の受入を行い、特別支援教育・保育を実施している。 
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＜入所者数（令和８年４月１日現在）＞ 

市立保育所・・・・・・・・・・・・・３８人（８施設） 

市立認定こども園・・・・・・・・・・４５人（６施設） 

民間保育所・・・・・・・・・・・・・４４人（１３施設） 

民間認定こども園・・・・・・・・・・１４７人（２９施設） 

計・・・・・・・・・・・・・・・・・２７４人（５６施設） 

② 緊急一時保育（保育幼稚園事業課） 

  昭和５７年４月１日から緊急一時保育を制度化し、保護者の入院等によって緊急に保育を必要とする 

乳幼児を市立保育所で一時的に保育している。令和７年度は、利用者なし。 

③ 児童福祉施設等の指導監督（保育幼稚園指導課） 

  令和７年６月から令和８年２月までの期間で、市内所在の児童福祉施設等への指導監督及び認可外保

育施設への立入調査を実施した。 

 

２ 子ども政策（子ども政策課） 

(1) 児童手当 

  父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、児童を養育

している者に児童手当を支給することにより、家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の

社会を担う児童の健やかな成長に資することを目的とする。なお、令和６年１０月１日付けの児童手当

法改正により、所得制限が撤廃され、支給対象児童の年齢を拡大した。 

① 対象者 １８歳の年度末までの児童を養育している人 

② 支給額 ０歳～３歳未満まで 

第１子、第２子・・・・・・・・・・・・・月額１５，０００円 

第３子以降・・・・・・・・・・・・・・・月額３０，０００円 

      ３歳～１８歳の年度末まで 

第１子、第２子・・・・・・・・・・・・・月額１０，０００円 

第３子以降・・・・・・・・・・・・・・・月額３０，０００円 

※ただし、第３子以降の児童数の算定については、受給者が監護に相当する日常生活上の

世話及び必要な保護を行い、生計費の相当部分の負担をしている場合は、１８歳の年度

末を経過した後２２歳の年度末までの子を含める。 

    

(2) 児童扶養手当  
① 対象者  父母の離婚等により父若しくは母と生計を同じくしていない、又は父若しくは母が一定の

障がいの状態にある児童の父、母又は養育者（児童とは、１８歳に達する日以降の最初の

３月３１日までにある人。ただし、一定の障がいがあるときは２０歳未満の人）（所得制

限あり） 

② 支給額  対象児童１人の場合     月額４８，０５０円～１１，３４０円 

対象児童２人目以降の場合  月額１１，３５０円～ ５，６８０円加算 

         

(3) 児童入所施設措置事業 
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① 助産施設入所に係る事業 

保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により入院助産を受けることができない妊産婦を助産

施設に入所させ、出産援助を行っている。 

・助産施設  大阪医科薬科大学病院、社会医療法人愛仁会高槻病院 

・支 給 額  健康保険法に基づく点数額を支給するほか、正常分娩の場合は、30,000 円を限度とし、

異常分娩、時間外及び深夜分娩の場合は35,000円を限度として支給する。なお、生活保護

世帯は、15,000円を限度として加算する。 

② 母子生活支援施設入所に係る事業 

ＤＶ被害等で、現在住んでいるところにいられなくなった場合に、配偶者のない女子又はこれに準ず

る事情にある女子及びその者の監護すべき児童を母子生活支援施設に入所させて、これらの者を保護す

ることを目的とする。 

 

(4) 母子家庭等対策総合支援事業 

① ひとり親家庭相談（母子・父子自立支援員） 

母子・父子自立支援員は、ひとり親家庭の父又は母で、現に児童を扶養している者及び寡婦に対し、

相談に応じ、その自立に必要な情報提供、職業能力の向上及び求職活動に関する支援を行い、ひとり親

家庭の父、母及び寡婦の福祉の増進に努める。 

② 自立支援教育訓練給付金事業 

ひとり親家庭の父又は母の主体的な能力開発の取組を支援するため、市が指定する職業能力開発のた

めの講座を受講した場合、講座修了後に受講料の一部を支給することによりひとり親家庭の自立を図る

ことを目的とする。 

③ 高等職業訓練促進給付金等事業 

ひとり親家庭の父又は母が看護師等の就職に結びつきやすい資格を取得するにあたり、生活の負担軽

減のため、養成機関で修学する期間中（その期間が４８月を超えるときは４８月）について高等職業訓

練促進給付金等を給付することでひとり親家庭の自立促進に努める。（所得制限あり） 

④ 母子家庭等就業・自立支援センター事業 

母子家庭の母等を対象に、就業支援講習会及び就業・養育費相談・就業情報の提供など、総合的な母

子家庭の母等の自立促進を行う。     

⑤ 母子父子自立支援プログラム策定事業 

母子父子自立支援プログラム策定員がひとり親家庭の父又は母（生活保護世帯を除く）の状況やニー

ズに応じた自立支援プログラムを策定し、各種就業・自立支援事業の活用やハローワーク等との連携に

より、きめ細かで継続的な自立・就業支援を行う。    

⑥ ひとり親家庭等生活向上事業 

家計管理、育児や養育費等に関する講習会を開催するなど、ひとり親家庭等の支援を行う。 

⑦ 養育費の履行確保等支援事業 

養育費の継続した履行確保を図るため、養育費の取決めを行うひとり親家庭の父又は母に対し、養育

費に関する公正証書等の作成に必要な費用及び保証会社と養育費保証契約を締結する際に必要な費用の

一部を支給する。 

 

 



4 
 

(5) 母子・父子・寡婦福祉資金貸付制度 

母子家庭、父子家庭及び寡婦の生活の安定と自立の助成を図るため、母子福祉資金・父子福祉資金・

寡婦福祉資金の貸付を行う。 

 

(6) ひとり親家庭医療費の助成 

ひとり親家庭に対し、医療費の自己負担分を助成することにより、生活の安定と児童の健全な育成を

図る。（昭和５５年１０月１日から実施） 

 

① 対象者 

・１８歳に達する年度の末日までの、ひとり親家庭に属する児童又は養育者が養育する児童 

・その児童を監護するひとり親（母又は父）又は養育者 

② 助成する範囲 

ひとり親家庭の親：保険診療（訪問看護療養費を含む。）に係る入・通院の自己負担額から１医療機関

あたり１日５００円以内、月２日までの一部自己負担額（月額２，５００円を上限とする。）を控除した

額。保険外診療分は含まない。 

１８歳（高校卒業相当年齢）までの子ども：保険診療（訪問看護療養費を含む。）に係る入・通院の自

己負担額及び入院時の食事療養費の標準負担額の全額。保険外診療分は含まない。 

 

(7) 子ども医療費の助成 

子どもに係る医療費の一部を助成することにより、子どもの健全な育成を図り、もって児童の福祉の

増進を図る。 

① 対象者 

市内に住所を有する０歳～１８歳（高校卒業相当年齢）までの子ども（所得制限なし） 

② 助成する範囲 

  保険診療（訪問看護療養費を含む。）に係る入・通院の自己負担額及び入院時の食事療養費の標準負担

額の全額。保険外診療分は含まない。 

 

(8) こども計画策定事業 

こども基本法の規定に基づく市町村におけるこども施策についての計画である「こども計画」の改定

に向けて、アンケート調査などを通じ、子ども等の意見聴取などに取り組んだ。 

 

(9) 令和７年度物価高対応子育て応援手当給付事業 

物価高の影響を受けた子育て世帯を支援するため、令和７年９月分の児童手当受給者と令和７年１０

月１日から令和８年３月３１日までの間に生まれた児童の児童手当受給者に対し、児童１人当たり２万

円を支給。 

 

３ 子育て（保育幼稚園総務課・子育て支援課・子ども保健課） 

(1) 子育て総合支援センターの運営（子育て支援課） 

子育て支援の拠点施設「子育て総合支援センター」において、市内の地域子育て支援拠点施設（子育
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て支援センター・つどいの広場）を統括し、研修・研究、情報発信、交流、相談等の事業を展開してい

る。 

 

＜事業内容＞ 

① 子育てに係る研修及び研究 

（子育て関係職員の合同研修、子育て支援に関する会議、大学等関係機関との調整・連携） 

② 子育てに係る講座等 

（親子講座、子育て講座、クッキング教室、ボランティア育成講座などの開催） 

③ 子育てに係る情報の提供 

（子育て情報誌の発行、ホームページでの情報発信、子育てに関するイベント情報等の配架等） 

④ 子育てに係る地域活動の支援 

（子育て支援センター・つどいの広場運営団体との連携会議の開催等） 

⑤ 子育て相談 

（子育てについての相談） 

⑥ 児童家庭相談 

（子どもやその家族等の相談に応じ、適切な支援を提供） 

⑦ 子育て支援や交流のための施設の提供 

（親同士の交流・学習の場、子育てボランティアの育成と活動の場） 

 

(2) 庄所子育てすくすくセンターの運営（子育て支援課） 

第一中学校区の地域子育て支援拠点事業（つどいの広場）として「庄所子育てすくすくセンター」を

設置（庄所コミュニティセンターに併設）。つどいの広場事業と、保護者の急用時や病気・看護・育児疲

れのリフレッシュなどに一時的に子どもを預かる一時預かり事業を実施している。運営は指定管理者制

度を活用している。 

 

(3) 子育て相談（保育幼稚園総務課・子育て支援課） 

    子育てに不安や悩みを持つ保護者等に対して、遊び、健康、食事、発達等に関する相談を市立保育所、

市立認定こども園、民間保育所、民間認定こども園、子育て支援センター、つどいの広場、保育幼稚園

総務課、子育て支援課で実施している。 

 

 

(4) 地域子育て支援拠点事業（保育幼稚園総務課・子育て支援課）  

地域の子育て支援機能の充実を図り、子育て不安感の緩和や、子どもの健やかな育ちを目的に、子育

て中の親子の交流を促進している。 

① 子育て支援センター（保育幼稚園総務課・子育て支援課）   

就学前の親子の交流の場の提供と交流の促進、子育てに関する相談の実施、地域の子育て関連情報の

収集と提供、子育てに関する講習の実施等の子育て支援活動を行う「子育て支援センター」を民間認定

こども園や市立保育所で実施している。地域の子育て支援活動を行う団体等と連携しながら、地域に出

向いた支援活動を行い、地域の子育て支援機能の充実を図っている。 
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② つどいの広場（子育て支援課）   

主に０～３歳の乳幼児をもつ親とその子どもが集い、語り合いや交流を図り、子育て相談を受けるこ

とにより、子育てに対する負担感が緩和され、安心して子育てができる、地域子育て支援の場として「つ

どいの広場」を開設している。また、庄所子育てすくすくセンター及び一部のつどいの広場において、

一時預かり事業を実施している。 

 

 (5）高槻子ども未来館の運営（保育幼稚園総務課・子ども保健課） 

平成３１年４月より、認定こども園・子ども保健センター・子育て支援人材育成施設の３つの機能を

備えた複合施設として、高槻子ども未来館の運営を開始した。認定こども園においては、休日・一時預

かり保育事業及び病児保育事業を実施し、子ども保健センターでは母子保健事業を実施している。 

 

(6) ファミリー・サポート・センター事業（子育て支援課） 

育児の援助を行いたい人と育児の援助を受けたい人との会員組織により、仕事と子育ての両立や育児

疲れのリフレッシュ等を図るため、相互援助活動を実施している。                         

                            

(7) 高槻市児童虐待等防止連絡会議（子育て支援課） 

児童虐待が深刻な社会問題となっている状況のなかで、未然防止、早期発見・早期対応等の児童虐待

防止対策の推進を図るとともに、要保護児童等の諸問題に対し、円滑な関係機関との連携と協力体制を

確保し、支援を充実させるため、児童福祉法に定められた要保護児童対策地域協議会として児童虐待等

防止連絡会議を設置している。事務局・調整機関として、児童虐待等防止連絡会議を定期的に開催し、

必要な場合はケース検討会議を開催し、各機関との情報の共有や、一体的・総合的な援助を行っている。   

また、啓発用リーフレットの作成及びオレンジリボンキャンペーンを実施し、市民への啓発に取り組

んでいる。 

・令和７年度 代表者会議１回・実務者会議３回・ケース検討会議９３回・勉強会及び研修会２回を

開催 

 

(8)子ども家庭みまもりセンター（子育て支援課、子ども保健課） 

  こども家庭センターの機能として、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへの一体的な支援を行うため、

母子保健と児童福祉の両機能を一体的に運営することにより、専門的な相談対応や訪問等による虐待予

防の対応や個々の家庭に応じた継続的なソーシャルワーク業務を行うとともに、支援を要する子ども・

妊産婦等へのサポートプランの作成や家庭支援事業の実施等を行う。 

 

(9) 児童家庭相談（子育て支援課） 

  保育士・保健師・心理職・社会福祉士など多職種による相談体制で０歳～１８歳未満の子どもに関す

る児童家庭相談を実施している。子育て中の保護者の不安やストレス、親子関係の問題等に対し、保護

者が安心感を持てる環境を提供しながら支援を行っている。 

 

(10) 子育て相談訪問事業 (子育て支援課) 

  核家族化・育児の孤立化等子どもや家庭を取り巻く環境の変化により子育て不安が増大する中で、特

に支援が必要であると認められる家庭を子育て相談訪問員が訪問し、適切な支援を行っている。 
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子ども保健センター等と連携を行うほか、広報誌・ホームページで市民向けにＰＲする等、事業の実

施に取り組んでいる。 

 

(11) 子育て短期支援事業（子育て支援課）  

  保護者が疾病、疲労、仕事その他により家庭において児童を養育することが困難になった場合に、児 

童養護施設等において一定期間又は平日の夜間・休日に児童の養育・保護を行う。 

 

(12) こんにちは赤ちゃん事業（子育て支援課） 
生後４か月までの乳児のいる家庭を保育士等が訪問し、育児相談、情報提供を行う。保護者の育児不

安を軽減し、子育て支援に関する情報提供を行うと共に、支援が必要な家庭に対しては適切なサービス

に結びつけ、乳児家庭の孤立化を防ぎ、乳児の健全な育成環境の確保を図る。 

 

(13) 子どもみまもり・つながり訪問事業（子育て支援課） 

  支援が行き届きにくい未就園児等のいる家庭に対し訪問を行い、子育て等の相談に応じながら状況の

把握を行うとともに、子育て情報の提供等を通じて、適切なサービスや地域の社会資源等につなぐなど、

地域ネットワークを活用した見守り体制の強化を図る。 

 
(14) 子育て世帯訪問支援事業（子育て支援課） 

  家事・育児等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭の居宅

に訪問支援員が訪問し、家事支援や育児支援等を行うことにより、家庭や養育環境を整え、虐待リスク

等の高まりを未然に防ぐ。 

 

(15) 親子関係形成支援事業（子育て支援課） 

  児童との関りや育児に悩みや不安を抱えている保護者等を対象に、親子の関係性や子どもとの関り方

等を学ぶためのペアレントトレーニングを実施するとともに、保護者同士が相互に悩みや不安を相談・

共有し、情報交換することで、健全な親子関係の形成を図る。 

 

(16) 地域子育て相談機関事業（子育て支援課） 

  本市に居住する全ての妊産婦、子育て世帯、子ども等を対象に、地域において身近に相談することが

できる相談機関を整備し、子育て世帯の不安解消や状況把握の機会を増やすことにより、虐待の発生を

未然に予防するための支援の強化を図る。 

 

(17) ヤングケアラーピアサポート事業（子育て支援課） 

  ヤングケアラーに対し、居場所の設置やイベントの開催等、当事者同士の交流や社会とつながる機会

を提供することでヤングケアラーの早期発見・把握、当事者の孤独・孤立感の改善を図る。また、福祉

サービス等の手続き同行相談支援等を実施することにより、当事者の負担軽減や生活環境の改善を図る。 

 

(18) 児童育成支援拠点事業（子育て支援課） 

  養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、当該児童の居場所となる場

を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の
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相談支援、食事の提供等を行うとともに、児童及び家庭の状況をアセスメントし、関係機関へのつなぎ

を行う等の個々の児童の状況に応じた支援を包括的に提供することにより、虐待を防止し、児童の最善

の利益の保障と健全な育成を図る。 

 

(19) 赤ちゃんの駅事業(子育て支援課) 

市内の子育て支援施設や公共施設及び民間施設において、おむつ替え及び授乳が可能な施設を「赤ち

ゃんの駅」として整備することにより、乳幼児を連れた保護者が安心して外出できる環境を整えるとと

もに、地域全体で子育て家庭を支える環境づくりを推進する。なお、本事業への協力民間事業所を募集

している。 

 

(20) 障がい児通所支援（子育て支援課） 

児童福祉法に規定されている療育の必要性が認められる児童を対象とし、障がい児通所給付費及び障

がい児相談支援給付費を支給する。障がい児通所支援事業所において、日常生活における基本的な動作

及び独立自活に必要な知識技能の習得、集団生活への適応のための支援等を行うとともに、保護者の養

育上の悩みなどの相談に応じ、安心して地域で暮らせるよう支援する。 

＜障がい児通所支援・障がい児相談支援事業所数（令和８年３月３１日現在）＞ 

 

 

 

 

 

(21) 療育センター管理運営事業（子育て支援課） 

  肢体不自由児や知的障がい児、ならびに発達に課題のある就学前児童に対し、療育や治療、保護者へ

の相談支援等を通じて、地域社会および集団生活に円滑に適応できるよう支援を行っている。指定管理

者制度にて運営しており、専門性の高い支援の提供に加え、他の児童発達支援事業所や行政機関との連

携・調整を担うことで、地域支援における拠点的機能を果たす。 

  療育園については、障がい種別を問わず幅広い支援を実施するとともに、地域支援における中核的機

能を有する児童発達支援センターとして位置づけている。一方、うの花療育園については、これまでの

事業実績を踏まえ、知的障がいや発達障がい等を有する就学前児童を対象とした通所サービス等を提供

する障がい児通所支援事業所として位置づけ、両園それぞれが培ってきた高度な専門性に基づいた支援

を展開している。 

  両園が相互に連携し、概ね２歳前後から就学前までの一貫性・連続性のある療育を提供することで、

これまでの一体的な運営体制のもとに構築してきた障がい児等への総合的な発達支援体制の更なる向上

を目指す。 

 

(22) 人工内耳装置等購入費助成事業（子育て支援課） 

  補聴器では聴力の改善が見込めない難聴児の言葉の発達等を支援するため、１８歳未満の人工内耳装

用児に対し、人工内耳装置等の購入費用の助成を実施している。 

 

 

 事業所数（箇所） 

障がい児通所支援 62 

障がい児相談支援 18 
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(23) 幼児二人同乗用自転車等購入費補助事業（子育て支援課） 

  ２名以上の未就学児を養育する家庭に対し、幼児二人同乗用自転車等の購入に係る費用の一部を補助

する。経済的負担を軽減しながら、安全基準を満たす自転車や幼児用ヘルメットを普及させ、子どもの

安全確保の向上を図るとともに、移動手段の確保により、育児負担の軽減と地域活動への参加促進を図

る。 

 

４ 子どもの保健(子ども保健課) 

(1) 予防接種 

① 定期予防接種 

伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防するため、乳幼児、児童及び妊婦を対象に予防接種

を実施している。 

② 任意予防接種 

子育て家庭の経済的負担を軽減するため、子どものインフルエンザ予防接種費用の一部助成を実施し 

ている。対象は生後６か月から中学校３年生までの子どもで、助成額はインフルエンザHA ワクチンの

場合、接種１回１，０００円（１３歳未満２回まで、１３歳以上原則１回）、経鼻弱毒生インフルエンザ

ワンクチンの場合、１回２，０００円（１回のみ。２歳以上の者に限る。） 

   

(2) 健診・教室等   
妊娠や出産、子育て期を通じて、親子の心身の健康が確保されるよう、各種健康診査や保健指導、教

室や相談等を実施している。また、性別を問わず性や健康に関する正しい知識の普及啓発を図り、健康

管理を促すプレコンセプションケアを推進している。 

① 母子健康手帳の交付  

妊娠の届出者に対し、母子健康手帳をはじめ妊婦健康診査受診券、妊婦向け情報冊子（たかつき子育

て応援団）、マタニティマーク等を交付している。 

② 妊産婦・乳幼児健康診査及び新生児聴覚検査 

妊産婦・乳幼児に対し、各種健康診査等を実施している。 

③ 訪問・面接・電話による指導 

 子育て支援を要する者や育児不安のある者に対して、妊娠、出産、育児等の保健指導を行っている。 

④ 教室 

  妊娠・育児生活を安心して過ごすための教室や講座を開催している。 

 

(3) 母子保健医療費助成   
未熟児や小児慢性特定疾病児、不育症に悩む夫婦に対し、医療費助成を実施している。 

 

(4) 妊娠・出産・子育て包括相談支援 

  妊娠期から出産期、子育て期を通した切れ目のない支援を行うことを目的として、以下の事業を実施

している。 

① 母子保健コーディネーターによる相談支援 

専門的な助言を行う「母子保健コーディネーター」を配置し、母子健康手帳の交付時に妊婦への全件
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面談を実施するとともに、妊婦の個々の状況に応じた母子保健・子育てに関する相談及び各種サービス

の情報提供を行っている。 

② 産前産後育児サポート事業 

日中周囲のサポートがなく、妊娠中または育児中で支援が必要な世帯に、相談や育児を行う支援員を

派遣している。             

③ 産後ケア訪問事業 

  出産後に専門的ケアが必要な家庭に助産師が訪問し、心身のケアや育児指導を実施している。 

④ 産後ケア事業 

  出産後に心身の不調や育児不安等がある産婦とその児に対し、病院や助産院での宿泊や通所により休

養の機会を提供し、心身のケアや育児指導を実施している。 

⑤ 妊婦のための支援給付 

  妊娠期から切れ目ない支援を行う観点から、妊婦等包括相談支援事業等の支援を効果的に組み合わせ

て、妊婦等の心身ケア及び経済的支援を実施する。 

  

５ 青少年の育成（子ども青少年課） 

(1) 青少年問題協議会 

「青少年育成計画」の進捗管理に関すること等、青少年施策について専門的知見からの調査審議を行

う。 

 

(2) 青少年育成 

青少年の健全な育成を図るための各種事業を実施する。 

① 青少年チャレンジキャンプ 

   通年講座等を通じて育成した青年リーダー（キャンプリーダー）の指導実践・自己研鑽の場とす

るとともに、自然体験や野外学習等の実体験を通じて、青少年の生きる力を育むため、摂津峡青少

年キャンプ場において、チャレンジキャンプを実施する。 

② 自然体験活動事業 

摂津峡青少年キャンプ場において、青少年や家族を対象とした日帰りキャンプを実施する。 

③ 青少年指導者養成事業 

青少年育成事業等に携わる青年リーダー（キャンプリーダー）として必要な理論を学び、知識及

び技術を習得するための研修を実施する。 

 

(3) 青少年関係団体等 

① 青少年指導員   

青少年が健やかに成長できる良好な社会環境づくりを目指して、委嘱している１２８人の青少年

指導員により、健全育成事業や啓発活動を実施する。なお、事業実施に当たっては、青少年指導員

協議会として市域全体で連携し、効果的、効率的な取組を行う。 

（ア） 育成事業 

（イ） 啓発事業 

（ウ） 健全育成環境整備 

② こども会連合会 
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こども大会やジュニア・シニアリーダー研修等、こども会の活性化に向けた取組を支援する。 

（ア）ジュニア・シニアリーダー研修 

（イ）成人指導者養成講座（大学生以上） 

③ 関係機関・団体との連携支援 

 暴走族問題について関係行政機関、民間団体との連携を密にし、総合的対策を協議・推進するた

めに設置されている高槻警察署管内暴走族対策協議会に対する支援を行う。 

 

(4) 二十歳のつどい 

次代を担う若者が社会人としての義務と責任を自覚し、自ら力強く生き抜こうとすることを祝い励ま

すために、「二十歳のつどい」を実施する。 

 

(5) こどもの月間事業 

５月を中心に子どもたちの健やかな成長を願って開催する「こどもの月間事業」について、青少年育

成団体で構成する実行委員会の取組を支援する。 

 

(6) 青少年活動拠点施設運営事業 

青少年センター及び富田・春日青少年交流センターを適切に管理・運営し、青少年が安全に安心して

気軽に集い、交流、活動できる場を提供する。 

① 施設概要 

（ア） 青少年センター 

所 在 地 高槻市紺屋町1番2号（クロスパル高槻6階） 

設置年月日 平成8年6月1日 

休 館 日 総合市民交流センター（クロスパル高槻）の休館日 

施 設 内 容 
街角ユース（青少年の交流や情報提供のためのフロア） 

常設コーナー（フリースペース、ジョイスペース、図書コーナー） 

（イ） 富田青少年交流センター 

所 在 地 高槻市富田町四丁目15番24号 

設置年月日 昭和52年11月26日 

休 館 日 12月29日～翌年1月3日 

構 造 鉄筋コンクリート造3階建 

延 床 面 積 2,133.43㎡ 

施 設 内 容 
体育ホール、和室、ミーティングルーム1・2・3、レッスンルーム、ピアノルーム、

パソコンルーム、アートルーム、キッズルーム、多目的室 

（ウ） 春日青少年交流センター 

所 在 地 高槻市春日町22番1号（春日ふれあい文化センター内） 

設置年月日 昭和61年5月10日 

休 館 日 12月29日～翌年1月3日 
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構 造 鉄筋コンクリート造3階建 

延 床 面 積 2,906.83㎡（うち青少年交流センター1,736.88㎡） 

施 設 内 容 

体育室、ワークルーム、チャレンジルーム、スタディルーム、ホビールーム、スタ

ッフルーム、パソコンルーム、キッズルーム 

春日青少年運動広場（昭和62年4月30日開場 1,794.30㎡） 
 

(7) 青少年相互交流推進事業 

青少年センター及び富田・春日青少年交流センターにおいて、各種講座等を実施し、青少年及び関係

者の育成並びに交流促進を図る。 

① 青少年健全育成推進事業 

小学生に、放課後等の安全で安心な活動場所（キッズルームほか）を提供する。 

青少年相互の交流や世代間交流、異文化交流などをテーマとした教室・講座を実施する。また、

青少年の自主活動等を促進する学習情報の発信を行う。 

② 家庭教育推進事業 

保護者と子どもが一緒に参加し、遊びや学びを通してふれあいを深める体験教室を実施する。ま

た、保護者を対象に子育てに関する講座を開催する。 

③ ボランティア育成事業 

青少年活動のリーダーや青少年の教育活動に関わるボランティア育成を図る。 

④ 街角ユース事業 

青少年センターにおいて、青少年の自主活動を促進するために、街角アットホームコンサートな

どの交流事業を実施する。 

⑤ 多文化子ども交流事業 

外国にルーツをもつ青少年（小学生～３０歳未満）を対象に、異なる言語や生活文化、価値観を

もつ青少年に交流の機会を提供し、多様性を大切にした仲間づくりの支援を行う。 

⑥ 青少年相談 

青少年や保護者等からの相談に対して、電話相談、面接相談及び相談機関の紹介などを行う。 

 

６ 学童保育・子どもの居場所（子ども青少年課）   

(1) 学童保育事業 

就労や疾病等の理由により、保護者が放課後家庭に居ない児童（原則として小学１年生～３年生）を

対象に適切な遊び及び生活の場を与えて、児童に適切な保育を行いその健全な育成を図るため、４０か

所５９室の学童保育室で事業を実施する。夏休み期間等の学童保育室登降室時間に警備員を配置する。

また、令和４年２月に策定した「学童保育の在り方等に関する基本方針」に基づき、待機児童の多い地

域への対応と高学年児童の受け皿の確保を目的に、民間学童保育室の設置を促進するため、事業費用の

一部を助成する。 

 

  ・利 用 時 間  平  日 ： １３時３０分～１８時（延長保育利用時は１９時まで） 

  土曜日 ：  ８時３０分～１７時 

           夏休み期間等 ： ８時３０分～１８時（延長保育利用時は１９時まで） 
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・保  育  料   月額６，０００円（８月は１２，０００円）（減免制度あり） 

延長保育料 月額１，５００円（減免制度あり） 

 

(2) 放課後の子どもの居場所づくり 

小学生が安全で安心に過ごせる放課後等の居場所づくりを推進するため、令和８年度については小学

校４０校において運動場や体育館等を開放する「見守り付き校庭開放」を実施する。 

 

(3) 子ども食堂運営支援事業 

子どもが食事の場を通じて安心して過ごすことができる地域の居場所づくりの推進を図るため、市内

で子ども等に対して食事の提供等を行う子ども食堂の運営主体に対し、運営に係る費用の一部を助成す

る。 
 


